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The Policy Trend on Evidence in Educational Policy in Japan: 
Focusing on Arguments over Fixed Number of Teachers in FY2015 

 
Kohei SUZUKI  

 
  The focus of this paper is to summarize the points of arguments about policy trends in educational policy in Japan. 
Although the definition of evidence in controversial in educational policy, evidence-based policy making is required in various 
policy areas including education. The Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology (MEXT) has embarked 
on an empirical study of education policy as a new measure since FY 2016. This is mainly triggered by the discussion on 
establishment of a PDCA cycle based on evidence in Council in Economic and Fiscal Policy (CEFP) in FY 2015. In CEFP, one 
of the main discussion topics is the fixed number of teachers, whose budget is the biggest in the MEXT budget. This paper 
shows the policy trend on evidence in educational policy in Japan. 
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1．はじめに 

 
 教育政策における「エビデンス」の希求は近年著

しい。それは日本教育学会が平成 27 年 6 月発行の学

会誌『教育学研究』において、「教育研究にとっての

エビデンス」と題した特集を組んだことにも看取さ

れる。しかし、エビデンスという言葉は実に多義的

であり、教育政策におけるエビデンスといった場合、

何をもってエビデンスとするのかということについ

ては多くの議論があるだろう。岩崎（2012）はエビ

デンスという言葉の定義については論争的であり、

その理由として、「研究者によって、供給されるもの

と、政策立案者による需要に応じて用いられるもの

では、『エビデンス』という言葉が意味する内容が異

なる場合が多い」ことを挙げている1。たとえば前者

について、米国ではランダム化比較実験（randomized 
controlled trial, RCT）に代表されるような手法に基づ

く科学的実証主義の立場から得られるデータ等をエ
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┠」スにはࣥࢹࣅスとするが、後者におけるエࣥࢹࣅ

的にᛂじ、有⏝となるࢹーࢱ、▱㆑、᝟ሗなど、᫬

には㔞的ࢹーࢱのࡳならࡎ㉁的ࢹーࢱもྵࡴ多様な

もの」がྵまれる�。 

 このようにᐃ義が᭕᫕ᶍ⢶ながらも、教育政策に

おいてエࣥࢹࣅスなるものがኌ高に୺ᙇされるよう

になった今、ᢈุ的ほⅬをᣢࡕつつも、ア࢝ࢵ࣑ࢹ

ティと政策❧᱌者が協ാ的に政策ᙧ成にࢽコ࣑ࣗࢡ

携わるᚲ要ᛶが一ᒙቑしてきており、政策ᙧ成にお

けるア࢝ࢡࢵ࣑ࢹコ࣑ࣗࢽティへの期ᚅも┦当に高

いと⪃えられる。特に平成 �� 年度から文部科学省は

教育政策に㛵する実ド研究に╔手しており、教育政

策におけるエࣥࢹࣅスとはఱかという␲問にᛂじる

上でもὀどす࡭き取⤌であると⪃えられる。本稿は、

ᅜをあげて教育政策におけるエࣥࢹࣅスの⏘ฟཬࡧ

ά⏝に⢭力的に取り⤌ࡴことになった政策経⦋を記

㏙的にᩚ⌮することにより、今後一ᒙ㆟論の的にな

ると⪃えられる教育政策におけるエࣥࢹࣅスについ

ての㈨ᩱの一とすることを┠的とする。 

 エࣥࢹࣅスに㛵する✀ࠎの㆟論は先㏙した学会ㄅ

等に委ࡡるとともに௚稿に期すこととし、本稿では

教育政策をめࡄるエࣥࢹࣅスの㆟論が本᱁໬したࢱ

ー࣏ࢢࣥࢽイࣥトといえる平成 �� 年度の経῭㈈政

ㅎ問会㆟ཬࡧ文部科学省、㈈務省のືྥを記㏙的に

ⴭすこととする。とりわけ、文部科学省がᡤᤸする

教育ண⟬のうࡕ、最大の割ྜを༨める義務教育㈝ᅜ

ᗜ㈇担㔠を原㈨とする教⫋員ᐃᩘにὀ┠することと

したい3。 
 
�㸬⤒῭㈈政ㅎၥ఍㆟ࡿࡅ࠾࡟㆟論 

 

 後㏙するように、教育政策におけるエࣥࢹࣅスを

めࡄり、平成 �� 年度から文部科学省において教育政

策に㛵する実ド研究が本᱁的にጞືすることとなっ

たが、この政策ືྥは平成 �� 年の経῭㈈政ㅎ問会㆟

における㆟論が発➃となっている。ᚑって、ここで

は経῭㈈政ㅎ問会㆟ཬࡑࡧの下఩⤌⧊における教育

政策におけるエࣥࢹࣅスに㛵する㆟論をࣞࣗࣅーす

ることとする。 

 

���㸬⤒῭࣭㈈政୍యᨵ㠉᥎㐍ጤဨ఍ࡢタ⨨ 

 平成 �� 年 6 月 30 日に「経῭㈈政㐠Ⴀとᨵ㠉のᇶ

本方㔪 �01� 㹼経῭෌生なくして㈈政೺全໬なし㹼」

（௨下、㦵太方㔪 �01�）が㛶㆟Ỵᐃされた。㦵太方

㔪 �01� では、第஧次安ಸ内㛶がᥖげる「経῭෌生な

くして㈈政೺全໬なし」というᇶ本哲学の実⌧にྥ

け、ṓฟຠ⋡໬を┠指す経῭㈈政㐠Ⴀの方㔪がᡴࡕ

ฟされた。 

教育政策についてもࡑの例外ではなく、文教・科

学ᢏ術ศ㔝については、ձᑡ子໬の進ᒎを㋃まえた

ண⟬のຠ⋡໬、ղẸ間㈨㔠の導入ಁ進、ճண⟬の㉁

のྥ上・㔜Ⅼ໬、մエࣥࢹࣅスにᇶ࡙く 3'&$ イࢧ

のᚭᗏがᇶ本方㔪としてᥖげられ、特に、մにࣝࢡ

ついては、「政策のຠ果について科学的な手ἲにᇶ࡙

きண⟬と成果をࢡࢵ࢙ࢳするなど、エࣥࢹࣅスにᇶ

࡙いた 3'&$  。�をᚭᗏする」とされたࣝࢡイࢧ

 㦵太方㔪 �01� と日をྠじくして、経῭㈈政ㅎ問会

㆟のもとに「経 ・̈̀㈈政一体ᨵ㠉᥎進委員会」（௨下、

᥎進委員会。会長㸸新ᾉ๛ྐࣥࢧトࣜー࣍ーࣝࢹィ

ス株式会社௦表取⥾ᙺ社長）がタ⨨された。᥎ࢢࣥ

進委員会は௨下の 3 Ⅼについて取⤌を行う下部⤌⧊

として、経῭㈈政ㅎ問会㆟のもとにタ⨨されたもの

である�。 

 

（1）集中ᨵ㠉期間6を中ᚰとする経῭・㈈政一体ᨵ

㠉の進め方について、୺要ṓฟศ㔝ごとに

.3,（引⏝者ト㸸成果指ᶆ）をタᐃするととも

に、ᨵ㠉ᕤ程表を作成する。 

（�）ṓฟᨵ㠉�「බ的ࢧーࣅスの⏘業໬」、「イࣥࢭ

ࣥティࣈᨵ㠉」、「බඹࢧーࣅスのイノ࣋ーࢩ

ࣙࣥ」）への取⤌をಁ進するため、㛵ಀᗓ省ཬ

ண⟬当ᒁと㐃携し、ண⟬編成過程からࡧ

3'&$ をᅇす仕⤌ࡳをᵓ⠏する。 

（3）ᨵ㠉ᕤ程表にᇶ࡙き、ẖ年度、進ᤖ⟶⌮・Ⅼ検・

ホ౯を行い、⤖果をࡑの後のᨵ㠉に反ᫎする。

�01� 年度には経῭・㈈政一体ᨵ㠉の中間ホ౯

を行う。 

 

 ᥎進委員会は経῭㈈政ㅎ問会㆟の有㆑者㆟員ཬࡧ

有㆑者からᵓ成され、さらにࡑのもとに社会ಖ㞀、

非社会ಖ㞀、制度・地方行㈈政のศ㔝別に࣡ー࢟ࣥ

がタ⨨され、教育ศ㔝（*:、௨下）ࣉーࣝࢢ・ࢢ
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┠」スにはࣥࢹࣅスとするが、後者におけるエࣥࢹࣅ

的にᛂじ、有⏝となるࢹーࢱ、▱㆑、᝟ሗなど、᫬

には㔞的ࢹーࢱのࡳならࡎ㉁的ࢹーࢱもྵࡴ多様な

もの」がྵまれる�。 

このようにᐃ義が᭕᫕ᶍ⢶ながらも、教育政策に

おいてエࣥࢹࣅスなるものがኌ高に୺ᙇされるよう

になった今、ᢈุ的ほⅬをᣢࡕつつも、ア࢝ࢵ࣑ࢹ

ティと政策❧᱌者が協ാ的に政策ᙧ成にࢽコ࣑ࣗࢡ

携わるᚲ要ᛶが一ᒙቑしてきており、政策ᙧ成にお

けるア࢝ࢡࢵ࣑ࢹコ࣑ࣗࢽティへの期ᚅも┦当に高

いと⪃えられる。特に平成 �� 年度から文部科学省は

教育政策に㛵する実ド研究に╔手しており、教育政

策におけるエࣥࢹࣅスとはఱかという␲問にᛂじる

上でもὀどす࡭き取⤌であると⪃えられる。本稿は、

ᅜをあげて教育政策におけるエࣥࢹࣅスの⏘ฟཬࡧ

ά⏝に⢭力的に取り⤌ࡴことになった政策経⦋を記

㏙的にᩚ⌮することにより、今後一ᒙ㆟論の的にな

ると⪃えられる教育政策におけるエࣥࢹࣅスについ

ての㈨ᩱの一とすることを┠的とする。

エࣥࢹࣅスに㛵する✀ࠎの㆟論は先㏙した学会ㄅ

等に委ࡡるとともに௚稿に期すこととし、本稿では

教育政策をめࡄるエࣥࢹࣅスの㆟論が本᱁໬したࢱ

ー࣏ࢢࣥࢽイࣥトといえる平成 �� 年度の経῭㈈政

ㅎ問会㆟ཬࡧ文部科学省、㈈務省のືྥを記㏙的に

ⴭすこととする。とりわけ、文部科学省がᡤᤸする

教育ண⟬のうࡕ、最大の割ྜを༨める義務教育㈝ᅜ

ᗜ㈇担㔠を原㈨とする教⫋員ᐃᩘにὀ┠することと

したい3。

�㸬⤒῭㈈政ㅎၥ఍㆟ࡿࡅ࠾࡟㆟論

後㏙するように、教育政策におけるエࣥࢹࣅスを

めࡄり、平成 �� 年度から文部科学省において教育政

策に㛵する実ド研究が本᱁的にጞືすることとなっ

たが、この政策ືྥは平成 �� 年の経῭㈈政ㅎ問会㆟

における㆟論が発➃となっている。ᚑって、ここで

は経῭㈈政ㅎ問会㆟ཬࡑࡧの下఩⤌⧊における教育

政策におけるエࣥࢹࣅスに㛵する㆟論をࣞࣗࣅーす

ることとする。 

���㸬⤒῭࣭㈈政୍యᨵ㠉᥎㐍ጤဨ఍ࡢタ⨨ 

平成 �� 年 6 月 30 日に「経῭㈈政㐠Ⴀとᨵ㠉のᇶ

本方㔪 �01� 㹼経῭෌生なくして㈈政೺全໬なし㹼」

（௨下、㦵太方㔪 �01�）が㛶㆟Ỵᐃされた。㦵太方

㔪 �01� では、第஧次安ಸ内㛶がᥖげる「経῭෌生な

くして㈈政೺全໬なし」というᇶ本哲学の実⌧にྥ

け、ṓฟຠ⋡໬を┠指す経῭㈈政㐠Ⴀの方㔪がᡴࡕ

ฟされた。

教育政策についてもࡑの例外ではなく、文教・科

学ᢏ術ศ㔝については、ձᑡ子໬の進ᒎを㋃まえた

ண⟬のຠ⋡໬、ղẸ間㈨㔠の導入ಁ進、ճண⟬の㉁

のྥ上・㔜Ⅼ໬、մエࣥࢹࣅスにᇶ࡙く 3'&$ イࢧ

のᚭᗏがᇶ本方㔪としてᥖげられ、特に、մにࣝࢡ

ついては、「政策のຠ果について科学的な手ἲにᇶ࡙

きண⟬と成果をࢡࢵ࢙ࢳするなど、エࣥࢹࣅスにᇶ

࡙いた 3'&$  。�をᚭᗏする」とされたࣝࢡイࢧ

㦵太方㔪 �01� と日をྠじくして、経῭㈈政ㅎ問会

㆟のもとに「経 ・̈̀㈈政一体ᨵ㠉᥎進委員会」（௨下、

᥎進委員会。会長㸸新ᾉ๛ྐࣥࢧトࣜー࣍ーࣝࢹィ

ス株式会社௦表取⥾ᙺ社長）がタ⨨された。᥎ࢢࣥ

進委員会は௨下の 3 Ⅼについて取⤌を行う下部⤌⧊

として、経῭㈈政ㅎ問会㆟のもとにタ⨨されたもの

である�。 

（1）集中ᨵ㠉期間6を中ᚰとする経῭・㈈政一体ᨵ

㠉の進め方について、୺要ṓฟศ㔝ごとに

.3,（引⏝者ト㸸成果指ᶆ）をタᐃするととも

に、ᨵ㠉ᕤ程表を作成する。 

（�）ṓฟᨵ㠉�「බ的ࢧーࣅスの⏘業໬」、「イࣥࢭ

ࣥティࣈᨵ㠉」、「බඹࢧーࣅスのイノ࣋ーࢩ

ࣙࣥ」）への取⤌をಁ進するため、㛵ಀᗓ省ཬ

ண⟬当ᒁと㐃携し、ண⟬編成過程からࡧ

3'&$ をᅇす仕⤌ࡳをᵓ⠏する。

（3）ᨵ㠉ᕤ程表にᇶ࡙き、ẖ年度、進ᤖ⟶⌮・Ⅼ検・

ホ౯を行い、⤖果をࡑの後のᨵ㠉に反ᫎする。

�01� 年度には経῭・㈈政一体ᨵ㠉の中間ホ౯

を行う。

᥎進委員会は経῭㈈政ㅎ問会㆟の有㆑者㆟員ཬࡧ

有㆑者からᵓ成され、さらにࡑのもとに社会ಖ㞀、

非社会ಖ㞀、制度・地方行㈈政のศ㔝別に࣡ー࢟ࣥ

がタ⨨され、教育ศ㔝（*:、௨下）ࣉーࣝࢢ・ࢢ
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については非社会ಖ㞀:*で㆟論することとされた。 

���㸬教⫋ဨᐃᩘࡿࡄࡵࢆ㆟論 

᥎進委員会タ⨨後、平成 �� 年にはぶ会㆟である経

῭㈈政ㅎ問会㆟は 11 ᅇ（うࡕ、� 月 11 日開ദ᫬に

下村博文文部科学大⮧（当᫬）、10 月 16 日、11 月㸲

日、1� 月㸵日開ദ᫬に㥅ᾈ文部科学大⮧（当᫬）に

よるࣥࢮࣞࣉテーࣥࣙࢩ）、᥎進委員会は 6 ᅇ、ࡑし

て非社会ಖ㞀:* は � ᅇ（うࡕ、� 月 11 日、10 月 �
日、10 月 �� 日、11 月 10 日開ദ᫬に文部科学省より

スをά⏝したࣥࢹࣅが行われ、エ（ࢢアࣜࣥࣄ 3'&$
 。について㆟論が⧞りᗈげられたࣝࢡイࢧ

 ྛ会㆟において、教育ศ㔝におけるṓฟຠ⋡໬に

ついて、教⫋員ᐃᩘは㆟論の中ᚰとされた。ࡑの୺

なものを記㏙することとしたい。 

 教⫋員ᐃᩘは学校ᩘや学⣭ᩘにᛂじて自ື的に⟬

ᐃされるᇶ♏ᐃᩘと学校⌧場等の実᝟にᛂじて政策

的にᥐ⨨される加㓄ᐃᩘからなるが、平成 �� 年 11
月 � 日に開ദされた経῭㈈政ㅎ問会㆟において、委

員であるఀ⸨ඖ㔜東京大学大学院経῭学研究科教授、

ᴬ原ᐃᚁ東ࣞ株式会社┦ㄯᙺ最高㢳問、高ᶫ進日本

⥲ྜ研究ᡤ⌮事長、新ᾉ๛ྐࣥࢧトࣜー࣍ーࣝࢹィ

ス株式会社௦表取⥾ᙺ社長のࢢࣥ � ྡ（௨下、有㆑

者㆟員）のྡ義のもと、㦵太方㔪 �01� に๎り、ᑡ子

໬の進ᒎを㋃まえた教⫋員ᐃᩘの見㏻しを年度内に

策ᐃす࡭きと指᦬された�。 

 また、ྠ じく有㆑者㆟員より、「ᑡ子໬や学校の⤫

ᗫྜの進ᒎにకうᚲ要教⫋員のῶᑡに加え、政策┠

的別にᚲ要と見㎸ࡴ教⫋員のᩘ、᫬期・期間などに

ついて、これまでの加㓄ᐃᩘのຠ果検ドや㈝⏝ᑐຠ

果のศᯒなどを㏻じ、エࣥࢹࣅスにᇶ࡙く 3'&$ ࢧ

イࣝࢡをᚭᗏするᚲ要があ」り、平成 �� 年度ண⟬か

ら「୺要教育政策が┠指す成果を᫂☜໬し、ண⟬と

の㛵ಀをᐈほ的ࢹーࢱで検ドし、政策のᨵၿにつな

げる࡭き」と指᦬された�。

一方、文部科学省は、平成 �� 年 11 月 10 日に開ദ

された非社会ಖ㞀:* において、教育政策に㛵する

ア࢘ト࣒࢝には学力のࡳならࡎ、௚者との協ാやコ

力、自ᑛᚰなどの非ㄆ▱⬟力や⬟ࣥࣙࢩーࢣࢽ࣑ࣗ

いじめや不Ⓩ校、ᭀ力行Ⅽといったඣ❺生ᚐの行ື

もྵまれるとしたうえで、「教育の┠的の多㠃ᛶと教

育の手ẁの多様ᛶを㋃まえて、政策のᣢつ多義的な

ຠ果を⥲ྜ的にホ౯」し、「ಶࠎの研究成果は、特ᐃ

のࣝࣉࣥࢧに㛵する特ᐃの᮲௳下のものであること

を㋃まえ、政策が実᪋される⫼ᬒにある⎔ቃ要ᅉも

⥲ྜ的に⪃៖して政策ᙧ成にά⏝」することで、教

育政策を多ゅ的ほⅬから⥲ྜ的にホ౯することがᚲ

要と୺ᙇした�。 

さらに、文部科学省はඣ❺生ᚐの教育ࢽーࢬは

ಶࠎによって異なるため、ಶࠎのඣ❺生ᚐによって

有ຠとなる政策が異なることを㋃まえたうえで、「政

策と┠指す教育┠的との間をࣈラࢡࢵ࣎ࢡࢵス໬せ

教育の過程に╔┠した研究により、より正☜な、ࡎ

政策のຠ果をᢕᥱ」するとともに、ඣ❺生ᚐのᐙᗞ

⎔ቃの㐪いを⪃៖したศᯒを᥎進することで、研究

を政策ᙧ成にά⏝するとした10。文部科学省がಖ有

する全ᅜ学力・学⩦≧ἣㄪᰝのㄪᰝ⤖果のࢹーࢱに

ついても、⌧ᅾはᅜが行う委ク研究等への㝈ᐃ的な

㈚୚に␃まっているものの、平成 �� 年度より大学等

の研究者がヲ⣽ࢹーࢱをά⏝できるよう、ල体的な

㈚୚のࣝーࣝを検討するとし、教育政策におࢱーࢹ

けるエࣥࢹࣅスの⏘ฟཬࡑࡧのά⏝にྥけ、前ྥき

なጼໃを♧した11。 

��3㸬⤒῭࣭㈈政෌⏕ࡢ࣒ࣛࢢࣟࣉ࣭ࣥࣙࢩࢡ࢔⟇ᐃ 

 経῭㈈政ㅎ問会㆟ཬࡧ᥎進委員会における度㔜な

る㆟論を経て、平成 �� 年 1� 月 �� 日に経 ・̈̀㈈政෌

生アࢢࣟࣉ・ࣥࣙࢩࢡラ࣒（௨下、$3）が経῭㈈政

ㅎ問会㆟Ỵᐃとして策ᐃされた。᥎進委員会の┠的

の一としてᥖげられたᨵ㠉ᕤ程表がこの $3 に┦当

するが、$3 において♧されたエࣥࢹࣅスのᥦ♧ཬ

教⫋員ᐃᩘの見㏻しに㛵する୺なものは次のとおࡧ

り取りまとめられている1�。 

（エࣥࢹࣅスのᥦ♧）

ձ୺体㸸文部科学省、都㐨ᗓ┴、ᕷ町村 

�1・��01ۑ 年度㹼�01� 年度

・学校・教育⎔ቃに㛵するࢹーࢱ（自治体別のඣ❺

生ᚐ 1 ே当たりの教⫋員ே௳㈝、学校の㐠Ⴀ㈝、

学校の業務ᨵၿの取⤌、学⣭ᩘ別学校ᩘ等）につ

いて、有㆑者の協力を得つつ、ẚ㍑ྍ⬟なᙧでㄪ

ᰝ、බ表
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��01ۑ 年度㹼�01� 年度 

・ㄪᰝを᥎進・ᣑ大 

Ѝ得られたࢹーࢱは都㐨ᗓ┴別に「見える໬」する

とともに、教⫋員ᐃᩘの見㏻し作成・ᥦ♧をྵࡴ

政策に₞次ά⏝ 

・取⤌≧ἣとࡑの成果について中間検ド 

��01ۑ 年度௨㝆 

・中間検ドを㋃まえ、取⤌内容を㏣加修正の上、᥎

進・ᣑ大 

 

ղ୺体㸸文部科学省、都㐨ᗓ┴、ᕷ町村 

�1・��01ۑ 年度㹼�01� 年度 

・教育政策に㛵する実ド研究のᯟ⤌ࡳ・体制等につ

いて研究者・有㆑者の協力を得つつ検討 

�016ۑ 年度 

・教育政策に㛵する実ド研究を開ጞ 

Ѝྛ✀の加㓄ᥐ⨨、ᑡேᩘ教育、⩦⇍度別指導等多

様な教育政策に㛵する㈝⏝ຠ果ศᯒをྵめ、研究

者・有㆑者からなる実ຠᛶある研究᥎進体制の下

で、一ᐃᩘの意ḧある自治体等の協力を得て実᪋ 

・中期の⥅⥆的な⦪᩿研究ཬࡧ▷期の研究を実᪋ 

 1）多㠃的な教育成果・ア࢘ト࣒࢝の ᐃ 

 ・▱㆑・ᢏ⬟、思⪃力・ุ᩿力・表⌧力、学⩦意

ḧ等 

 ・コ࣑ࣗࢣࢽーࣥࣙࢩ⬟力、自ᑛᚰ・社会ᛶ等の

非ㄆ▱⬟力 

 ・ඣ❺生ᚐの行ື 

 �）子౪の経᫬的変໬の ᐃ 

 3）学校௨外のᙳ㡪要ᅉの᤼㝖等も⪃៖ 

��01ۑ 年度௨㝆 

・実ド研究を計画的に実᪋ 

Ѝ得られた研究成果は成果や㈝⏝、政策が実᪋され

る⫼ᬒにある⎔ቃ要ᅉを「見える໬」するととも

に、ࡑれらを⥲ྜ的に⪃៖して教⫋員ᐃᩘの中期

見㏻し作成をྵࡴ政策ᙧ成に₞次ά⏝ 

 

ճ୺体㸸文部科学省 

�1・��01ۑ 年度㹼�01� 年度 

・全ᅜ学力・学⩦≧ἣㄪᰝの研究へのά⏝について、

「全ᅜ的な学力ㄪᰝに㛵するᑓ㛛ᐙ会㆟」におい

て、文部科学省からの委ク研究等௨外でも大学等

の研究者がヲ⣽ࢹーࢱをά⏝できるよう、ᥦ౪す

るヲ⣽ࢹーࢱの内容やࢹーࢱの⟶⌮方ἲ、研究成

果のබ表のᅾり方など、ල体的な㈚୚ࣝーࣝを検

討・ᩚ備 

��01ۑ 年度㹼�01� 年度 

・全ᅜ学力・学⩦≧ἣㄪᰝの大学等の研究者による

研究へのά⏝᥎進・ᣑ大 

・取⤌≧ἣとࡑの成果について中間検ド 

��01ۑ 年度௨㝆 

・中間検ドを㋃まえ、取⤌内容を㏣加修正の上、᥎ 
 進・ᣑ大 
 

（教⫋員ᐃᩘの見㏻し） 

�1・��01ۑ 年度 

・教⫋員ᐃᩘの中期見㏻しを策ᐃする前ᥦとなる事

᯶についてᩚ⌮ 

�016ۑ 年度㹼�01� 年度 

・ྛ✀加㓄ᥐ⨨等のຠ果について、᪤存の㛵㐃ࢹー

を༑ศにά⏝しつつ、研究者・有㆑者の協力をࢱ

得て検討・検ド。ࡑの⤖果᫂らかになった課題は、

上記 LL13の実ド研究にά⏝ 

・ᑡ子໬の進ᒎ（ඣ❺生ᚐᩘ、学⣭ᩘのῶ等）ཬࡧ

ᑠつᶍ໬した学校のつᶍ㐺正໬のືྥ、学校の課

題（いじめ・不Ⓩ校、校内ᭀ力、外ᅜே子ᘵ、㞀

ᐖのあるඣ❺生ᚐ、子౪の㈋ᅔ、学⩦指導要㡿の

全㠃ᨵゞへのᑐᛂ等）に㛵するᐈほ的ࢹーࢱ等の

上記 LL のࢹーࢱ཰集ཬࡧ実ド研究の進ᒎ、地方自

治体の政策ࢽーࢬ等を㋃まえたண⟬の⿬௜けのあ

る教⫋員ᐃᩘの中期見㏻しを策ᐃ、බ表、ྛ都㐨

ᗓ┴にᥦ♧ 

��01ۑ 年度௨㝆 

཰集、実ド研究の進ᒎにᛂじ、ᚲ要にᛂじࢱーࢹ・

中期見㏻しをᨵゞ、බ表、ᥦ♧ 

・学校・教育⎔ቃに㛵するࢹーࢱや教育政策の成果

ཬࡧ㈝⏝、⫼ᬒにある⎔ቃ要ᅉを⥲ྜ的に⪃៖し

てண⟬要ồを行い、教育における 3'&$ ࣝࢡイࢧ

を☜❧ 

 

 これらのᨵ㠉について、ඹ㏻する.3, としてタᐃ

されたのは「▱㆑・ᢏ⬟、思⪃力・ุ ᩿力・表⌧力、

୺体ᛶ・協ാᛶ・ே間ᛶ等の㈨㉁・⬟力のㄪ࿴がと
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��01ۑ 年度㹼�01� 年度 

・ㄪᰝを᥎進・ᣑ大 

Ѝ得られたࢹーࢱは都㐨ᗓ┴別に「見える໬」する

とともに、教⫋員ᐃᩘの見㏻し作成・ᥦ♧をྵࡴ

政策に₞次ά⏝ 

・取⤌≧ἣとࡑの成果について中間検ド 

��01ۑ 年度௨㝆 

・中間検ドを㋃まえ、取⤌内容を㏣加修正の上、᥎

進・ᣑ大 

 

ղ୺体㸸文部科学省、都㐨ᗓ┴、ᕷ町村 

�1・��01ۑ 年度㹼�01� 年度 

・教育政策に㛵する実ド研究のᯟ⤌ࡳ・体制等につ

いて研究者・有㆑者の協力を得つつ検討 

�016ۑ 年度 

・教育政策に㛵する実ド研究を開ጞ 

Ѝྛ✀の加㓄ᥐ⨨、ᑡேᩘ教育、⩦⇍度別指導等多

様な教育政策に㛵する㈝⏝ຠ果ศᯒをྵめ、研究

者・有㆑者からなる実ຠᛶある研究᥎進体制の下

で、一ᐃᩘの意ḧある自治体等の協力を得て実᪋ 

・中期の⥅⥆的な⦪᩿研究ཬࡧ▷期の研究を実᪋ 

 1）多㠃的な教育成果・ア࢘ト࣒࢝の ᐃ 

 ・▱㆑・ᢏ⬟、思⪃力・ุ᩿力・表⌧力、学⩦意

ḧ等 

 ・コ࣑ࣗࢣࢽーࣥࣙࢩ⬟力、自ᑛᚰ・社会ᛶ等の

非ㄆ▱⬟力 

 ・ඣ❺生ᚐの行ື 

 �）子౪の経᫬的変໬の ᐃ 

 3）学校௨外のᙳ㡪要ᅉの᤼㝖等も⪃៖ 

��01ۑ 年度௨㝆 

・実ド研究を計画的に実᪋ 

Ѝ得られた研究成果は成果や㈝⏝、政策が実᪋され

る⫼ᬒにある⎔ቃ要ᅉを「見える໬」するととも

に、ࡑれらを⥲ྜ的に⪃៖して教⫋員ᐃᩘの中期

見㏻し作成をྵࡴ政策ᙧ成に₞次ά⏝ 

 

ճ୺体㸸文部科学省 

�1・��01ۑ 年度㹼�01� 年度 

・全ᅜ学力・学⩦≧ἣㄪᰝの研究へのά⏝について、

「全ᅜ的な学力ㄪᰝに㛵するᑓ㛛ᐙ会㆟」におい

て、文部科学省からの委ク研究等௨外でも大学等

の研究者がヲ⣽ࢹーࢱをά⏝できるよう、ᥦ౪す

るヲ⣽ࢹーࢱの内容やࢹーࢱの⟶⌮方ἲ、研究成

果のබ表のᅾり方など、ල体的な㈚୚ࣝーࣝを検

討・ᩚ備 

��01ۑ 年度㹼�01� 年度 

・全ᅜ学力・学⩦≧ἣㄪᰝの大学等の研究者による

研究へのά⏝᥎進・ᣑ大 

・取⤌≧ἣとࡑの成果について中間検ド 

��01ۑ 年度௨㝆 

・中間検ドを㋃まえ、取⤌内容を㏣加修正の上、᥎ 
 進・ᣑ大 
 

（教⫋員ᐃᩘの見㏻し） 

�1・��01ۑ 年度 

・教⫋員ᐃᩘの中期見㏻しを策ᐃする前ᥦとなる事

᯶についてᩚ⌮ 

�016ۑ 年度㹼�01� 年度 

・ྛ✀加㓄ᥐ⨨等のຠ果について、᪤存の㛵㐃ࢹー

を༑ศにά⏝しつつ、研究者・有㆑者の協力をࢱ

得て検討・検ド。ࡑの⤖果᫂らかになった課題は、

上記 LL13の実ド研究にά⏝ 

・ᑡ子໬の進ᒎ（ඣ❺生ᚐᩘ、学⣭ᩘのῶ等）ཬࡧ

ᑠつᶍ໬した学校のつᶍ㐺正໬のືྥ、学校の課

題（いじめ・不Ⓩ校、校内ᭀ力、外ᅜே子ᘵ、㞀

ᐖのあるඣ❺生ᚐ、子౪の㈋ᅔ、学⩦指導要㡿の

全㠃ᨵゞへのᑐᛂ等）に㛵するᐈほ的ࢹーࢱ等の

上記 LL のࢹーࢱ཰集ཬࡧ実ド研究の進ᒎ、地方自

治体の政策ࢽーࢬ等を㋃まえたண⟬の⿬௜けのあ

る教⫋員ᐃᩘの中期見㏻しを策ᐃ、බ表、ྛ都㐨

ᗓ┴にᥦ♧ 

��01ۑ 年度௨㝆 

཰集、実ド研究の進ᒎにᛂじ、ᚲ要にᛂじࢱーࢹ・

中期見㏻しをᨵゞ、බ表、ᥦ♧ 

・学校・教育⎔ቃに㛵するࢹーࢱや教育政策の成果

ཬࡧ㈝⏝、⫼ᬒにある⎔ቃ要ᅉを⥲ྜ的に⪃៖し

てண⟬要ồを行い、教育における 3'&$ ࣝࢡイࢧ

を☜❧ 

 

 これらのᨵ㠉について、ඹ㏻する.3, としてタᐃ

されたのは「▱㆑・ᢏ⬟、思⪃力・ุ ᩿力・表⌧力、

୺体ᛶ・協ാᛶ・ே間ᛶ等の㈨㉁・⬟力のㄪ࿴がと

� 

教育政策におけるエࣥࢹࣅスをめࡄる政策ືྥ 

れたಶேを育成し、2(&'・3,6$ ㄪᰝ等のྛ✀ᅜ際

ㄪᰝを㏻じて世⏺トࣝ࣋ࣞࣉࢵの⥔ᣢ・ྥ上を┠ᶆ

とするなど、ึ等中等教育の㉁のྥ上をᅗる」とい

うものである1�。 

 ྛ省ᗇは $3 にᇶ࡙く経῭・㈈政一体ᨵ㠉にྥけ

た政策を᩿行することがồめられるが、文部科学省

においても $3 にᇶ࡙き、教育政策に㛵する実ド研

究をはじめとするㅖ᪋策に╔手することとなった。 

 

���㸬ᩥ 㒊科学┬ࡿࡼ࡟教育政⟇࡟㛵ࡿࡍᐇド研究࡬

 ᡭ╔ࡢ

 文部科学省では、$3 にᇶ࡙き、教育政策に㛵す

る実ド研究に╔手することとなった。ࡑのᇶ本方㔪

は平成 �� 年 11 月 10 日の非社会ಖ㞀 :* における

文部科学省の୺ᙇを㋃くするものであるが、あくま

でも実ド研究にあたっては㔞的研究のࡳならࡎ、㉁

的研究も⤌ྜࡳわせる、いわࡺるΰྜ研究の手ἲに

㢮した❧場をとるとした1�。 

 文部科学省がタᐃした研究課題は � つであり、い

れも自治体の協力を得つつ、ᅜ❧教育政策研究ᡤࡎ

や外部の研究者ཬࡧ有㆑者に委クするものとしてい

る16。 

 

ձ学⣭つᶍ等のᙳ㡪・ຠ果（学力、非ㄆ▱⬟力等）

のㄪᰝ【実᪋୺体㸸ᅜ❧教育政策研究ᡤ（東京大

学等からᡤ外研究ศ担者が参加）、協力㸸ᇸ玉┴、

大㜰ᗓ⟪㠃ᕷ】 

ղ加㓄教員・ᑓ㛛スࣇࢵࢱ㓄⨨のຠ果ศᯒ【実᪋୺

体㸸ᅜ❧教育政策研究ᡤ、協力㸸㛵ಀ自治体（�1
程度）】 

ճ高い成果を上げている地ᇦ・学校の取⤌・教育⎔

ቃのศᯒ【実᪋୺体㸸大㜰大学、協力㸸大㜰ᗓ、

໭ᾏ㐨】 

մ教員の໅務実ែの実ドศᯒ 

（໅務実ែㄪᰝ）【実᪋୺体㸸Ẹ間ㄪᰝ会社、東໭大

学、⟃Ἴ大学】  

（,&7 のά⏝）【実᪋୺体㸸㬆㛛教育大学、協力㸸໭

ᾏ㐨、໭ᾏ㐨Ụ別ᕷ】  

 

 これらの実ド研究を行うに当たり、第୕者委員会

として、社会学、経῭学、教育学をバࢢࢡࢵラ࢘ࣥ

ドとする � ྡの研究者からなる有㆑者委員会をタ⨨

している。この有㆑者委員会には、教育政策に㛵す

る実ド研究の方㔪やᯟ⤌ࡳの検ドに加え、ྛ研究に

助ゝ、ࣇィードバࢡࢵを୚えるとともに、最終的に

ྛ研究から得られる▱見をとりまとめる௵を௜クし

ている。 

 平成 �� 年度はこれら実ド研究にಀるண⟬として、

約 ��600 ୓෇を計上しているが、文部科学省は「��
年度௨㝆は、研究の進ᤖ≧ἣ等を㋃まえ、事業つᶍ

のᣑ大もྵめて検討」1�するとしており、教育政策

におけるエࣥࢹࣅスにᇶ࡙く3'&$ࢧイࣝࢡの☜❧

にྥけ、研究᥎進体制のᩚ備に力Ⅼを⨨いていると

いえる。 

 また、$3 にᇶ࡙き、実ド研究に加え、平成 �� 年

度から全ᅜ学力・学⩦≧ἣㄪᰝのヲ⣽ࢹーࢱを研究

者に㈚୚し、これらから得られた実ド的▱見を学校

⌧場に㑏ඖするとともに、「教員の໅務実ែㄪᰝの実

᪋、校務ᨭ᥼ࢩステ࣒等のά⏝、学校の⤌⧊㐠Ⴀᨵ

㠉（ࢳー࣒学校）等を㏻じ、ႚ⥭の課題である教員

の業務ᨵၿを᥎進」することとしている1�。さらに、

平成30年度からの第3期教育振興ᇶ本計画の策ᐃに

ྥけて「教育᪋策のຠ果をᑓ㛛的・多ゅ的にศᯒ、

検ドするためにᚲ要なࢹーࢱ・᝟ሗの体⣔的なᩚ備

や、実ド的な研究の充実もྵめた⥲ྜ的な体制のᅾ

り方について検討するよう、（引⏝者ト㸸平成 �� 年

� 月に）中ኸ教育ᑂ㆟会にㅎ問」している1�。 

 

���㸬⤒῭㈈政㐠Ⴀ࡜ᨵ㠉ࡢᇶᮏ᪉㔪���6ࡢ⟇ᐃ 

 これら検討の成果は平成��年6月�日に㛶㆟Ỵᐃ

された「経῭㈈政㐠Ⴀとᨵ㠉のᇶ本方㔪 �016㹼600
඙෇経῭への㐨➽㹼」（௨下、㦵太方㔪 �016）にも

┒り㎸まれることとなり、㦵太方㔪 �016 には次のと

おり、教⫋員ᐃᩘの中期見㏻しの策ᐃや教育政策に

おけるエࣥࢹࣅスの☜❧についてゝཬされるに⮳っ

ている�0。 

 

（文教・科学ᢏ術） 

 文教・科学ᢏ術ศ㔝については、ձᑡ子໬の進ᒎ

を㋃まえたண⟬のຠ⋡໬、ղẸ間㈨㔠の導入ಁ進、

ճண⟬の㉁のྥ上・㔜Ⅼ໬、մエࣥࢹࣅスにᇶ࡙く

3'&$ のᚭᗏをᇶ本方㔪として、௨下のᨵࣝࢡイࢧ
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㠉を進める。 

 ᑡ子໬の進ᒎや学校教育⌧場におけるㅖ課題、地

方බඹᅋ体の政策ࢽーࢬ等を㋃まえ、集中ᨵ㠉期間

中の教⫋員ᐃᩘの中期見㏻しの策ᐃにྥけて、多様

な研究者等の▱見もά⏝しつつ、学⣭つᶍ等のᙳ

㡪・ຠ果のㄪᰝや加㓄教員・ᑓ㛛スࣇࢵࢱ㓄⨨のຠ

果ศᯒ、教員の໅務実ែ・㞠⏝ᙧែのᢕᥱ・ศᯒ等

の教育政策に㛵する実ド研究を進める。全ᅜ学力・

学⩦≧ἣㄪᰝࢹーࢱの大学等の研究者によるά⏝を

ಁ進する。これらの成果を㋃まえ、学校・教育⎔ቃ

に㛵するࢹーࢱや教育政策の成果ཬࡧ㈝⏝、⫼ᬒに

ある⎔ቃ要ᅉを⥲ྜ的に⪃៖してண⟬要ồを行うこ

となど、教育政策においてエࣥࢹࣅスにᇶ࡙く

3'&$ の際、ᗂඣ教育からࡑ。を☜❧するࣝࢡイࢧ

高等教育、社会ே教育まで、ライࣇステーࢪを㏻し

た教育全体について、政策┠的がຠ果的に㐩成され

ているか等のほⅬからண⟬や制度の検ドを行うとと

もに、ᅜ・都㐨ᗓ┴・ᕷ町村ࡑれࡒれのᶒ㝈を㋃ま

え全体を㏻じてᶓ᩿的に検ドする。 

 学校⌧場で特にᛴ務である学校の業務ຠ⋡໬・業

務ᨵၿをᅗるため、教員の໅務実ែ等のᢕᥱとこれ

にᇶ࡙く業務ᨵၿの取⤌を᥎進する。 

 

3㸬㈈ົ┬ࡢ教⫋ဨᐃᩘ࡟ᑐࡿࡍᣦ᦬ 

 

 教⫋員ᐃᩘは、例年文部科学省̿㈈務省間におい

て、ࡑのᨵၿの是非をめࡄり例年ࡑれࡒれの❧場か

ら㆟論が㔜ࡡられるトࢡࢵࣆであるが、$3 の策ᐃ

を受けて㈈務省も㈈務省としてのጼໃを♧している。 

 ㈈務省にタ⨨された㈈政制度等ᑂ㆟会㈈政制度ศ

科会（௨下、㈈政制度ศ科会）は、㏆年ᑡ子໬の進

ᒎにより、ඣ❺生ᚐᩘがῶᑡしているなか、平成ඖ

年から平成��年にかけてᇶ♏ᐃᩘは1����3�ேῶᑡ

しているのにᑐし、加㓄ᐃᩘは ���31� ேቑ加してお

り、加㓄ᐃᩘの㐺正ᛶを検ドす࡭きと୺ᙇしている
�1。 

 さらに、加㓄ᐃᩘについて、実ド研究や全ᅜ学力・

学⩦≧ἣㄪᰝ等により得られるエࣥࢹࣅスを⏝いて、

㈝⏝ᑐຠ果や学⣭ᩘཬࡧඣ❺生ᚐᩘ当たりの㐺正ᩘ

を見ᴟめ、義務ᶆ準ἲにᇶ࡙き事㡯別にᥐ⨨してい

る加㓄ᐃᩘを一部ᇶ♏ᐃᩘ໬す࡭きと୺ᙇしている

��。 

 文部科学省によれば、平成 �� 年度において、特別

ᨭ᥼教育のᑐ㇟となるඣ❺生ᚐᩘは約 36 ୓ேであ

り、ᑠ・中学校において、㏻ᖖ学⣭にᅾ⡠しながら

㞀ᐖの≧ែにᛂじた特別の指導（㏻⣭による指導）

を受けているඣ❺生ᚐが10年間で��3ಸにቑ加して

いることに加え、日本ㄒ指導がᚲ要な外ᅜேඣ❺生

ᚐᩘ等も 10 年間で 1�6 ಸにቑ加している�3。こうし

た≧ἣを㋃まえ、㈈政制度ศ科会は「こうしたඣ❺・

生ᚐにきめ⣽かくᑐᛂしていくことはᴟめて㔜要で

あり、また、௚のඣ❺・生ᚐに多様ᛶの教育を行っ

ていくほⅬから」、「特別ᨭ᥼、外ᅜேඣ❺・生ᚐの

ᩘにᛂじた㐺正な教⫋員ᩘを見ᴟめながら、ᚲ要༑

ศなᐃᩘを㓄⨨す࡭き」としている��。 

 ⌧行の義務ᶆ準ἲ上、加㓄ᐃᩘについては、ձ指

導方ἲᕤኵᨵၿ（� ᮲ � 㡯）、ղඣ❺生ᚐᨭ᥼（1�
᮲ � 号）、ճ特別ᨭ᥼教育（1� ᮲ 3 号）、մ୺ᖿ教ㅍ

（1� ᮲ � 号）、յ研修等ᐃ （ᩘ1� ᮲ 6 号）、ն㣴ㆤ教

ㅍ（1� ᮲ � 号）、շᰤ㣴教ㅍ等（1� ᮲ � 号）、ո事務

⫋員（1� ᮲ � 号）といった加㓄事㡯がタᐃされてい

るが、ࡑのうࡕ、㏻⣭指導のᑐᛂなど特別ᨭ᥼教育

にಀる加㓄ᐃᩘはճ、外ᅜேඣ❺生ᚐ等へのᑐᛂに

ಀる加㓄ᐃᩘはղの事㡯としてᥐ⨨されている。 

 ㈈政制度ศ科会は特別ᨭ᥼教育や外ᅜேඣ❺生ᚐ

へのᑐᛂを例にᣲげ、「真にᚲ要ᛶが高く、学校ᩘや

、ラスᩘ、ඣ❺生ᚐᩘ等に㐃ືするものについてはࢡ

義務ᶆ準ἲのᨵ正によるᇶ♏ᐃᩘ໬を検討すること

が⪃えられるのではないか」とし、「こうした取⤌は、

地方බඹᅋ体が中長期的な見㏻しにᇶ࡙く教⫋員の

安ᐃ的・⥅⥆的な㞠⏝を行いやすい⎔ቃのᩚ備に⧅

がると⪃えられる」と୺ᙇしている��。 

 ௚方、加㓄ᐃᩘについては、エࣥࢹࣅスにᇶ࡙く

3'&$ をᚭᗏしてண⟬編成を行うᚲ要があࣝࢡイࢧ

ると指᦬し、加㓄ᐃᩘをྵࡴ教⫋員ᐃᩘについて、

㈈政೺全໬の取⤌と㱈㱒を᮶さࡠよう、教育の㉁と

教育ண⟬の㉁のྥ上をᅗる࡭きと指᦬した。こうし

た㈈政制度ศ科会の指᦬は、ࡑのぶ会㆟である㈈政

制度等ᑂ㆟会において、平成 �� 年 � 月 1� 日にとり

まとめられた「『経῭・㈈政෌生計画』の╔実な実᪋

にྥけたᘓ㆟」においてもྠ様の㊃᪨が┒り㎸めら

れるに⮳った�6。 
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㠉を進める。 

 ᑡ子໬の進ᒎや学校教育⌧場におけるㅖ課題、地

方බඹᅋ体の政策ࢽーࢬ等を㋃まえ、集中ᨵ㠉期間

中の教⫋員ᐃᩘの中期見㏻しの策ᐃにྥけて、多様

な研究者等の▱見もά⏝しつつ、学⣭つᶍ等のᙳ

㡪・ຠ果のㄪᰝや加㓄教員・ᑓ㛛スࣇࢵࢱ㓄⨨のຠ

果ศᯒ、教員の໅務実ែ・㞠⏝ᙧែのᢕᥱ・ศᯒ等

の教育政策に㛵する実ド研究を進める。全ᅜ学力・

学⩦≧ἣㄪᰝࢹーࢱの大学等の研究者によるά⏝を

ಁ進する。これらの成果を㋃まえ、学校・教育⎔ቃ

に㛵するࢹーࢱや教育政策の成果ཬࡧ㈝⏝、⫼ᬒに

ある⎔ቃ要ᅉを⥲ྜ的に⪃៖してண⟬要ồを行うこ

となど、教育政策においてエࣥࢹࣅスにᇶ࡙く

3'&$ の際、ᗂඣ教育からࡑ。を☜❧するࣝࢡイࢧ

高等教育、社会ே教育まで、ライࣇステーࢪを㏻し

た教育全体について、政策┠的がຠ果的に㐩成され

ているか等のほⅬからண⟬や制度の検ドを行うとと

もに、ᅜ・都㐨ᗓ┴・ᕷ町村ࡑれࡒれのᶒ㝈を㋃ま

え全体を㏻じてᶓ᩿的に検ドする。 

 学校⌧場で特にᛴ務である学校の業務ຠ⋡໬・業

務ᨵၿをᅗるため、教員の໅務実ែ等のᢕᥱとこれ

にᇶ࡙く業務ᨵၿの取⤌を᥎進する。 

 

3㸬㈈ົ┬ࡢ教⫋ဨᐃᩘ࡟ᑐࡿࡍᣦ᦬ 

 

 教⫋員ᐃᩘは、例年文部科学省̿㈈務省間におい

て、ࡑのᨵၿの是非をめࡄり例年ࡑれࡒれの❧場か

ら㆟論が㔜ࡡられるトࢡࢵࣆであるが、$3 の策ᐃ

を受けて㈈務省も㈈務省としてのጼໃを♧している。 

 ㈈務省にタ⨨された㈈政制度等ᑂ㆟会㈈政制度ศ

科会（௨下、㈈政制度ศ科会）は、㏆年ᑡ子໬の進

ᒎにより、ඣ❺生ᚐᩘがῶᑡしているなか、平成ඖ

年から平成��年にかけてᇶ♏ᐃᩘは1����3�ேῶᑡ

しているのにᑐし、加㓄ᐃᩘは ���31� ேቑ加してお

り、加㓄ᐃᩘの㐺正ᛶを検ドす࡭きと୺ᙇしている
�1。 

 さらに、加㓄ᐃᩘについて、実ド研究や全ᅜ学力・

学⩦≧ἣㄪᰝ等により得られるエࣥࢹࣅスを⏝いて、

㈝⏝ᑐຠ果や学⣭ᩘཬࡧඣ❺生ᚐᩘ当たりの㐺正ᩘ

を見ᴟめ、義務ᶆ準ἲにᇶ࡙き事㡯別にᥐ⨨してい

る加㓄ᐃᩘを一部ᇶ♏ᐃᩘ໬す࡭きと୺ᙇしている

��。 

 文部科学省によれば、平成 �� 年度において、特別

ᨭ᥼教育のᑐ㇟となるඣ❺生ᚐᩘは約 36 ୓ேであ

り、ᑠ・中学校において、㏻ᖖ学⣭にᅾ⡠しながら

㞀ᐖの≧ែにᛂじた特別の指導（㏻⣭による指導）

を受けているඣ❺生ᚐが10年間で��3ಸにቑ加して

いることに加え、日本ㄒ指導がᚲ要な外ᅜேඣ❺生

ᚐᩘ等も 10 年間で 1�6 ಸにቑ加している�3。こうし

た≧ἣを㋃まえ、㈈政制度ศ科会は「こうしたඣ❺・

生ᚐにきめ⣽かくᑐᛂしていくことはᴟめて㔜要で

あり、また、௚のඣ❺・生ᚐに多様ᛶの教育を行っ

ていくほⅬから」、「特別ᨭ᥼、外ᅜேඣ❺・生ᚐの

ᩘにᛂじた㐺正な教⫋員ᩘを見ᴟめながら、ᚲ要༑

ศなᐃᩘを㓄⨨す࡭き」としている��。 

 ⌧行の義務ᶆ準ἲ上、加㓄ᐃᩘについては、ձ指

導方ἲᕤኵᨵၿ（� ᮲ � 㡯）、ղඣ❺生ᚐᨭ᥼（1�
᮲ � 号）、ճ特別ᨭ᥼教育（1� ᮲ 3 号）、մ୺ᖿ教ㅍ

（1� ᮲ � 号）、յ研修等ᐃ （ᩘ1� ᮲ 6 号）、ն㣴ㆤ教

ㅍ（1� ᮲ � 号）、շᰤ㣴教ㅍ等（1� ᮲ � 号）、ո事務

⫋員（1� ᮲ � 号）といった加㓄事㡯がタᐃされてい

るが、ࡑのうࡕ、㏻⣭指導のᑐᛂなど特別ᨭ᥼教育

にಀる加㓄ᐃᩘはճ、外ᅜேඣ❺生ᚐ等へのᑐᛂに

ಀる加㓄ᐃᩘはղの事㡯としてᥐ⨨されている。 

 ㈈政制度ศ科会は特別ᨭ᥼教育や外ᅜேඣ❺生ᚐ

へのᑐᛂを例にᣲげ、「真にᚲ要ᛶが高く、学校ᩘや

、ラスᩘ、ඣ❺生ᚐᩘ等に㐃ືするものについてはࢡ

義務ᶆ準ἲのᨵ正によるᇶ♏ᐃᩘ໬を検討すること

が⪃えられるのではないか」とし、「こうした取⤌は、

地方බඹᅋ体が中長期的な見㏻しにᇶ࡙く教⫋員の

安ᐃ的・⥅⥆的な㞠⏝を行いやすい⎔ቃのᩚ備に⧅

がると⪃えられる」と୺ᙇしている��。 

 ௚方、加㓄ᐃᩘについては、エࣥࢹࣅスにᇶ࡙く

3'&$ をᚭᗏしてண⟬編成を行うᚲ要があࣝࢡイࢧ

ると指᦬し、加㓄ᐃᩘをྵࡴ教⫋員ᐃᩘについて、

㈈政೺全໬の取⤌と㱈㱒を᮶さࡠよう、教育の㉁と

教育ண⟬の㉁のྥ上をᅗる࡭きと指᦬した。こうし

た㈈政制度ศ科会の指᦬は、ࡑのぶ会㆟である㈈政

制度等ᑂ㆟会において、平成 �� 年 � 月 1� 日にとり

まとめられた「『経῭・㈈政෌生計画』の╔実な実᪋

にྥけたᘓ㆟」においてもྠ様の㊃᪨が┒り㎸めら

れるに⮳った�6。 

7 

教育政策におけるエࣥࢹࣅスをめࡄる政策ືྥ 

 平成��年6月1日にබ表された㈈政制度等ᑂ㆟会

による「㈈政೺全໬計画等に㛵するᘓ㆟」では、加

㓄ᐃᩘにಀる大ᖜなண⟬ᥐ⨨がㅮじられてきている

一方、学力ྥ上やいじめ問題のゎỴ等といった課題

にᑐして、加㓄ᐃᩘのᥐ⨨が௚の᪋策とẚ㍑して有

ຠな投㈨とゝえるかどうか政策ຠ果をᨵめてཝしく

問うᚲ要があるとされ、ᑡ子໬の進ᒎを㋃まえ、「ᑠ

中学校のඣ❺生ᚐの教育᮲௳のᨵၿのほⅬから、⤫

ᗫྜなどにより学校つᶍの㐺正໬を進めつつ、教⫋

員ᐃᩘについてはᑡ子໬にྜわせたྜ⌮໬をᅗって

いくᚲ要がある」と指᦬された��。また、「ᶆ準学⣭
��当たりの加㓄ᐃᩘを⥔ᣢฟ᮶る程度の加㓄ᐃᩘྜ

⌮໬については、教育⎔ቃが⥔ᣢされているという

意味で『当↛ῶ』と見なすことが㐺当である」��と

指᦬されていたことも㋃まえると、平成 �� 年度の㈈

政制度等ᑂ㆟会の教⫋員ᐃᩘにᑐする❧場とࡑれま

での❧場との間には変໬が見られる。 

⟶見の㝈り、㈈政制度等ᑂ㆟会が加㓄ᐃᩘのᇶ♏

ᐃᩘ໬にゝཬするのはึめてである。 加㓄ᐃᩘは政

策┠的にᛂじて㓄ศされるண⟬ᥐ⨨によるᐃᩘであ

るため、義務ᶆ準ἲにᇶ࡙き、学⣭ᩘ等にᛂじて機

Ე的に計⟬されるᇶ♏ᐃᩘとはᛶ㉁を異にする。加

㓄ᐃᩘをᇶ♏ᐃᩘ໬すると、義務ᶆ準ἲにᇶ࡙いて

自ື的にᐃᩘ⟬ᐃされるとともに、ἲᚊにᇶ࡙き⟬

ᐃされたᇶ♏ᐃᩘにᑐしては、ẖ年のண⟬編成にお

いて㡲くண⟬ᥐ⨨されることとなる。先㏙したよう

に、今後さらなるቑ加が見㎸まれるㅖ課題にᑐし、

⤌うした課題へのᑐᛂを担う教⫋員ᐃᩘ⟬ᐃの仕ࡑ

の変᭦にゝཬしたことはὀ┠される。 

  

�㸬ᩥ 㒊科学┬ࡿࡅ࠾࡟ḟୡ௦ࡢ学ᰯᣦᑟయไᙉ໬ࡢ

 ウ᳨ࡿࡼ࡟ࢫ࣮࢛ࣇࢡࢫࢱࡢࡵࡓ

 

㻌 これまで記㏙した㆟論は文部科学省内における教

⫋員ᐃᩘについての検討にもᙳ㡪しており、文部科

学省にタ⨨された「次世௦の学校指導体制ᙉ໬のた

めのࢱス࢛ࣇࢡース」（௨下、次世௦ 7)）において

も、エࣥࢹࣅスにᇶ࡙く政策ᙧ成のᚲ要ᛶや教⫋員

ᐃᩘの中期見㏻し策ᐃの方ྥᛶについて指᦬されて

いる。次世௦ 7) は平成 �� 年 11 月に義ᐙᘯ介文部

科学๪大⮧をᗙ長として、文部科学省内にタ⨨され

た会㆟体であり、ึ等中等教育ᒁをはじめとする㛵

ಀ部ᒁのᖿ部からᵓ成されるものである。㆟事は非

බ開だが、平成 �� 年 � 月に取りまとめられた「次世

௦の学校指導体制のᅾり方について（中間まとめ）」

とྠ � 月 �� 日に取りまとめられた「次世௦の学校指

導体制のᅾり方について（最終まとめ）」はබ表され

ている。 

 最終まとめについては、ࡑの内容が平成 �� 年度ᴫ

⟬要ồに㏻ࡎるものとなると⪃えられるため、ὀ┠

に್する。エࣥࢹࣅスにᇶ࡙く政策ᙧ成については、

$3 をはじめ、先㏙した文部科学省の経῭㈈政ㅎ問

会㆟等における୺ᙇ等が┒り㎸まれたことに加え、

「実際にබ❧学校の⟶⌮㐠Ⴀや教⫋員ே事等を担う

のはྛ地方自治体であ」り、「これまでも、地方自治

体は、ᐃ㔞的・ᐃᛶ的なㄪᰝ等を㏻じてエࣥࢹࣅス

を♧してきているとこࢁであり、政策ᙧ成において

は、こうした⵳✚も㋃まえるᚲ要がある」としてい

る30。 

 また、$3 で♧された教⫋員ᐃᩘの中期見㏻しの

策ᐃについて、10 年௨上教⫋員ᐃᩘᨵၿ計画が策ᐃ

されてこなかったことにゝཬした上で、10 年程度を

ど㔝に入れた「『次世௦の学校』指導体制実⌧ᵓ᝿（௬

⛠）」を策ᐃするとともに、義務ᶆ準ἲをᨵ正し、平

成 �� 年度から「『ᇶ♏ᐃᩘ』と『加㓄ᐃᩘ』のᛶ㉁

を㋃まえた計画的かつຠ果的な教⫋員ᐃᩘのᨵၿを

行うᚲ要がある」とし、特に㏻⣭による指導と外ᅜ

ேඣ❺生ᚐ等教育のための教員については、ᑐ㇟ඣ

❺生ᚐᩘにᛂじて⟬ᐃするᇶ♏ᐃᩘに㌿᥮する方ྥ

ᛶをᡴࡕฟした31。 

 さらに、最終まとめでは、新たな加㓄ᐃᩘの仕⤌

として、「ᥦ᱌ᆺ『先導的実㊶加㓄制度』の創タ」が

┒り㎸まれた。これはྛ地方自治体からのᥦ᱌によ

る教育政策に㐃ືして㓄ศᯟを創タするもので、「全

ᅜ的な教育課題のゎỴに寄୚する先導的な教育政策

の実ド研究をಁ進する」3�ものとされており、加㓄

の仕⤌における変໬が期ᚅされるものである。 

㻌

�㸬࡟ࡾࢃ࠾ 

 

 本稿では、୺に平成 �� 年度の経῭㈈政ㅎ問会㆟ཬ

᥎進委員会に↔Ⅼを当てて、教育政策におけるエࡧ
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の⏘ฟとά⏝にྥけて教育政ࡑ、スについてࣥࢹࣅ

策上ල⌧໬することとなった経⦋を記㏙・ᩚ ⌮した。

本稿のෑ㢌で♧したように、本稿は論⪃ではなく、

あくまでも㈨ᩱ的౯್を見ฟすものであるため、教

育政策をめࡄるエࣥࢹࣅスまたはࡑれに㛵する政策

ືྥについて、ఱらかの౯್ุ᩿をヨࡳたものでは

ない。 

 $3 にᇶ࡙く教育ᨵ㠉はまだጞまったばかりであ

り、実ド研究の成果が᫂らかになるまでにも᫬間を

要する。ᅜの㈈※が㝈られているなか、教育ศ㔝に

ついてもṓฟᨵ㠉が不᩿に実行される࡭きというこ

とは多ゝを要しないが、ᑡなくとも༢にண⟬の๐ῶ

を┠的として無下に教育ண⟬を⦰ᑠすることはあっ

てはならない。 

 㞀ᐖのあるඣ❺生ᚐのቑ加や日本ㄒ指導がᚲ要な

外ᅜேඣ❺生ᚐのቑ加に加え、子౪の┦ᑐ的㈋ᅔ⋡

は平成 ��年度において 16�3㸣（2(&'平ᆒ㸸13�3�）

とᅜ際的にも高く、ᑠ中学生の不Ⓩ校者も約 1��3 ୓

ேと、学校⌧場が┤㠃する課題はᴟめて」㞧໬・ᅔ

㞴໬している33。さらに、平成 3� 年度からは学⩦指

導要㡿のᨵゞにకい、ᑠ学校 � 年生ཬࡧ 6 年生にお

いてⱥㄒが教科໬される。学校⌧場がᢪえるㅖ課題

や新たな教育ືྥにもᑐᛂできる指導体制のᩚ備が

ồめられてくる。 

 教育政策をめࡄるエࣥࢹࣅスの要ㄳにᑐし、✀ࠎ

の㆟論を経て、ල体໬したエࣥࢹࣅス⏘ฟ̿ά⏝体

制のᩚ備により、教⫋員ᐃᩘをはじめとする教育⎔

ቃᩚ備を┠指す研究体制がᅜのࡳならࡎ、多方㠃で

ᩚ備されることを期ᚅしたい。 

㻌 㻌

䛆௜グ䛇㻌

 筆者は平成 �6 年度に東京大学大学院教育学研究

科修士課程を修了し、⌧ᅾは文部科学省に⫋を得て

いるが、本稿の執筆は筆者ಶேの㈐௵にᇶ࡙くもの

であり、本稿の執筆について筆者のᡤᒓする機㛵は

一切㛵ಀがないことを⏦しῧえたい。 

㻌

ト㻌

 
1 ᒾᓮஂ美子「ᴫ要」ᅜ❧教育政策研究ᡤ編『教育

研究とエࣥࢹࣅス̿ᅜ際的ືྥと日本の⌧≧と課題
 

 
̿』᫂▼᭩ᗑ、�01� 年、1 㡫。 
� ྠ上、1�� 㡫。 
3 平成 �� 年度文部科学省㛵ಀண⟬㢠 � ඙ 3��16 ൨෇

のうࡕ、義務教育㈝ᅜᗜ㈇担㔠は 1 ඙ ����1 ൨෇（約

���）。下記文部科学省࣍ー࣒࣌ーࢪより。
KWWS���ZZZ�PH[W�JR�MS�FRPSRQHQW�EBPHQX�RWKHU�BBLFV)LO
HV�DILHOGILOH��01��1�����136����B1B1�SGI（平成 �� 年 �
月 � 日㜀ぴ） 
� 「経῭㈈政㐠Ⴀとᨵ㠉のᇶ本方㔪 �01�㹼経῭෌生

なくして㈈政೺全໬なし㹼」（平成 �� 年 6 月 30 日㛶

㆟Ỵᐃ） 
� 第 11 ᅇ経῭㈈政ㅎ問会㆟、第 �3 ᅇ⏘業➇த力会

㆟（ྜྠ会㆟）（平成 �� 年 6 月 30 日開ദ）「『経῭・

㈈政一体ᨵ㠉᥎進委員会』のタ⨨について（᱌）（⏑

฼㆟員ᥦฟ㈨ᩱ）」を参↷。なお、本タ⨨要⥘は、平

成 �� 年 1� 月 �� 日に一部ᨵ正されている。平成 ��
年 1� 月 �� 日から、᥎進委員会のもとに⨨かれる

:* は社会ಖ㞀:*、社会㈨本ᩚ備等:*、制度・

地方行㈈政:*、教育、⏘業・㞠⏝等:* にᨵ⤌さ

れ、教育ศ㔝については教育、⏘業・㞠⏝等:*（୺

ᰝ㸸ఀ⸨ඖ㔜東京大学経῭学研究科教授）で㆟論・

検討されることとなった。下記内㛶ᗓ࣍ー࣒࣌ーࢪ

より。 
KWWS���ZZZ��FDR�JR�MS�NHL]DL�VKLPRQ�NDLJL�VSHFLDO�UHIRUP
�HVWDEOLVK�SGI（平成 �� 年 � 月 � 日㜀ぴ） 
6 㦵太方㔪 �01� において、経῭・㈈政一体ᨵ㠉の集

中ᨵ㠉期間は �016㹼1� 年度の 3 年間とされた。 
� 第 1� ᅇ経῭㈈政ㅎ問会㆟（平成 �� 年 11 月 � 日開

ദ）「経῭・㈈政一体ᨵ㠉のල⌧໬にྥけて（文教・

科学ᢏ術ศ㔝）（有㆑者㆟員ᥦฟ㈨ᩱ）」を参↷。 
� ྠ上。 
� 経῭・㈈政一体ᨵ㠉᥎進委員会第 � ᅇ非社会ಖ㞀

࣡ー࢟ࣥࣝࢢࢢー 平成）ࣉ �� 年 11 月 10 日開ദ）「文

部科学省ᥦฟ㈨ᩱ」を参↷。 
10 ྠ上。 
11 ྠ上。 
1� 経῭㈈政ㅎ問会㆟「経῭・㈈政෌生アࣥࣙࢩࢡ・

ラࢢࣟࣉ （࣒ᕤ程表編）」（平成 �� 年 1� 月 �� 日経῭

㈈政ㅎ問会㆟Ỵᐃ）より引⏝。 
13 ここでの「上記 LL」とは本稿における㸺エࣥࢹࣅ

スのᥦ♧㸼の㡯┠を指す。௨下ྠじ。 
1� ὀ 1� にྠじ。 
1� 経 ・̈̀㈈政一体ᨵ㠉᥎進委員会第 � ᅇ教育、⏘業・

㞠⏝等:*（平成 �� 年 � 月 1� 日開ദ）「文部科学省

ᥦฟ㈨ᩱ」を参↷。 
16 ྠ上。なお、ྠ㈨ᩱでは「高い成果を上げている
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の⏘ฟとά⏝にྥけて教育政ࡑ、スについてࣥࢹࣅ

策上ල⌧໬することとなった経⦋を記㏙・ᩚ ⌮した。

本稿のෑ㢌で♧したように、本稿は論⪃ではなく、

あくまでも㈨ᩱ的౯್を見ฟすものであるため、教

育政策をめࡄるエࣥࢹࣅスまたはࡑれに㛵する政策

ືྥについて、ఱらかの౯್ุ᩿をヨࡳたものでは

ない。 

 $3 にᇶ࡙く教育ᨵ㠉はまだጞまったばかりであ

り、実ド研究の成果が᫂らかになるまでにも᫬間を

要する。ᅜの㈈※が㝈られているなか、教育ศ㔝に

ついてもṓฟᨵ㠉が不᩿に実行される࡭きというこ

とは多ゝを要しないが、ᑡなくとも༢にண⟬の๐ῶ

を┠的として無下に教育ண⟬を⦰ᑠすることはあっ

てはならない。 

 㞀ᐖのあるඣ❺生ᚐのቑ加や日本ㄒ指導がᚲ要な

外ᅜேඣ❺生ᚐのቑ加に加え、子౪の┦ᑐ的㈋ᅔ⋡

は平成 ��年度において 16�3㸣（2(&'平ᆒ㸸13�3�）

とᅜ際的にも高く、ᑠ中学生の不Ⓩ校者も約 1��3 ୓

ேと、学校⌧場が┤㠃する課題はᴟめて」㞧໬・ᅔ

㞴໬している33。さらに、平成 3� 年度からは学⩦指

導要㡿のᨵゞにకい、ᑠ学校 � 年生ཬࡧ 6 年生にお

いてⱥㄒが教科໬される。学校⌧場がᢪえるㅖ課題

や新たな教育ືྥにもᑐᛂできる指導体制のᩚ備が

ồめられてくる。 

 教育政策をめࡄるエࣥࢹࣅスの要ㄳにᑐし、✀ࠎ

の㆟論を経て、ල体໬したエࣥࢹࣅス⏘ฟ̿ά⏝体

制のᩚ備により、教⫋員ᐃᩘをはじめとする教育⎔

ቃᩚ備を┠指す研究体制がᅜのࡳならࡎ、多方㠃で

ᩚ備されることを期ᚅしたい。 

㻌 㻌

䛆௜グ䛇㻌

 筆者は平成 �6 年度に東京大学大学院教育学研究

科修士課程を修了し、⌧ᅾは文部科学省に⫋を得て

いるが、本稿の執筆は筆者ಶேの㈐௵にᇶ࡙くもの

であり、本稿の執筆について筆者のᡤᒓする機㛵は

一切㛵ಀがないことを⏦しῧえたい。 

㻌

ト㻌

 
1 ᒾᓮஂ美子「ᴫ要」ᅜ❧教育政策研究ᡤ編『教育

研究とエࣥࢹࣅス̿ᅜ際的ືྥと日本の⌧≧と課題
 

 
̿』᫂▼᭩ᗑ、�01� 年、1 㡫。 
� ྠ上、1�� 㡫。 
3 平成 �� 年度文部科学省㛵ಀண⟬㢠 � ඙ 3��16 ൨෇

のうࡕ、義務教育㈝ᅜᗜ㈇担㔠は 1 ඙ ����1 ൨෇（約

���）。下記文部科学省࣍ー࣒࣌ーࢪより。
KWWS���ZZZ�PH[W�JR�MS�FRPSRQHQW�EBPHQX�RWKHU�BBLFV)LO
HV�DILHOGILOH��01��1�����136����B1B1�SGI（平成 �� 年 �
月 � 日㜀ぴ） 
� 「経῭㈈政㐠Ⴀとᨵ㠉のᇶ本方㔪 �01�㹼経῭෌生

なくして㈈政೺全໬なし㹼」（平成 �� 年 6 月 30 日㛶

㆟Ỵᐃ） 
� 第 11 ᅇ経῭㈈政ㅎ問会㆟、第 �3 ᅇ⏘業➇த力会

㆟（ྜྠ会㆟）（平成 �� 年 6 月 30 日開ദ）「『経῭・

㈈政一体ᨵ㠉᥎進委員会』のタ⨨について（᱌）（⏑

฼㆟員ᥦฟ㈨ᩱ）」を参↷。なお、本タ⨨要⥘は、平

成 �� 年 1� 月 �� 日に一部ᨵ正されている。平成 ��
年 1� 月 �� 日から、᥎進委員会のもとに⨨かれる

:* は社会ಖ㞀:*、社会㈨本ᩚ備等:*、制度・

地方行㈈政:*、教育、⏘業・㞠⏝等:* にᨵ⤌さ

れ、教育ศ㔝については教育、⏘業・㞠⏝等:*（୺

ᰝ㸸ఀ⸨ඖ㔜東京大学経῭学研究科教授）で㆟論・

検討されることとなった。下記内㛶ᗓ࣍ー࣒࣌ーࢪ

より。 
KWWS���ZZZ��FDR�JR�MS�NHL]DL�VKLPRQ�NDLJL�VSHFLDO�UHIRUP
�HVWDEOLVK�SGI（平成 �� 年 � 月 � 日㜀ぴ） 
6 㦵太方㔪 �01� において、経῭・㈈政一体ᨵ㠉の集

中ᨵ㠉期間は �016㹼1� 年度の 3 年間とされた。 
� 第 1� ᅇ経῭㈈政ㅎ問会㆟（平成 �� 年 11 月 � 日開

ദ）「経῭・㈈政一体ᨵ㠉のල⌧໬にྥけて（文教・

科学ᢏ術ศ㔝）（有㆑者㆟員ᥦฟ㈨ᩱ）」を参↷。 
� ྠ上。 
� 経῭・㈈政一体ᨵ㠉᥎進委員会第 � ᅇ非社会ಖ㞀

࣡ー࢟ࣥࣝࢢࢢー 平成）ࣉ �� 年 11 月 10 日開ദ）「文

部科学省ᥦฟ㈨ᩱ」を参↷。 
10 ྠ上。 
11 ྠ上。 
1� 経῭㈈政ㅎ問会㆟「経῭・㈈政෌生アࣥࣙࢩࢡ・

ラࢢࣟࣉ （࣒ᕤ程表編）」（平成 �� 年 1� 月 �� 日経῭

㈈政ㅎ問会㆟Ỵᐃ）より引⏝。 
13 ここでの「上記 LL」とは本稿における㸺エࣥࢹࣅ

スのᥦ♧㸼の㡯┠を指す。௨下ྠじ。 
1� ὀ 1� にྠじ。 
1� 経 ・̈̀㈈政一体ᨵ㠉᥎進委員会第 � ᅇ教育、⏘業・

㞠⏝等:*（平成 �� 年 � 月 1� 日開ദ）「文部科学省

ᥦฟ㈨ᩱ」を参↷。 
16 ྠ上。なお、ྠ㈨ᩱでは「高い成果を上げている
 

� 

教育政策におけるエࣥࢹࣅスをめࡄる政策ືྥ 

 
地ᇦ・学校の取⤌・教育⎔ቃのศᯒ」ཬࡧ「教員の

໅務実ែの実ドศᯒ」の実᪋୺体ཬࡧ協力ᅋ体につ

いては、බເにより㑅ᐃとされていたとこࢁ、බເ

の⤖果を受けて本稿では᝟ሗを᭦新している。 
1� ྠ上。 
1� 第 � ᅇ経῭㈈政ㅎ問会㆟（平成 �� 年 � 月 11 日開

ദ）「㥅⮫᫬㆟員ᥦฟ㈨ᩱ」より引⏝。 
1� ྠ上。 
�0 「経῭㈈政㐠Ⴀとᨵ㠉のᇶ本方㔪 �016㹼600 ඙෇

経῭への㐨➽㹼」（平成 �� 年 6 月 � 日㛶㆟Ỵᐃ） 
�1 ㈈政制度等ᑂ㆟会㈈政制度ศ科会（平成 �� 年 �
月 � 日開ദ）「『経῭・㈈政෌生計画』の╔実な実᪋

（文教・科学ᢏ術）」を参↷。 
�� ྠ上。 
�3 次世௦の学校指導体制ᙉ໬のためのࢱス࢛ࣇࢡ

ース「次世௦の学校指導体制のᅾり方について（最

終まとめ）」を参↷。 
�� ὀ �1 にྠじ。 
�� ྠ上。 
�6 ヲ⣽については、㈈政制度等ᑂ㆟会「『経῭・㈈

政෌生計画』の╔実な実᪋にྥけたᘓ㆟」（平成 ��
年 � 月 1� 日Ỵᐃ）を参↷。 
�� ㈈政制度等ᑂ㆟会「㈈政೺全໬計画等に㛵するᘓ

㆟」（平成 �� 年 6 月 1 日Ỵᐃ）を参↷。 
�� ྠ上㈨ᩱにおいて、「ᶆ準学⣭ᩘとは、義務ᶆ準

ἲにつᐃされている学⣭編成のᶆ準にᇶ࡙き学⣭編

成した場ྜの学⣭ᩘ。ᶆ準学⣭ᩘをᇶにᇶ♏ᐃᩘが

⟬ฟされる」とὀ記されている。 
�� ྠ上。 
30 ὀ �3 にྠじ。 
31 ྠ上。 
3� ྠ上。 
33 ྠ上。 
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